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川俣町水道事業経営戦略 

 

 

 

 

 

 

団  体  名 ： 福島県川俣町 

 

事  業  名 ： 川俣町水道事業 

 

策  定  日 ： 2019 年（平成 31 年）3 月  

 

期     間 ： 2019 年度（平成 31 年度）～2028 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※１ 年、年度の表記について 

和暦の「平成」は現在のところ平成 31 年 4 月 30 日までで、5 月 1 日からは新元

号になるとされているが、本計画策定時点においては新元号が公表されていないこ

とから、本計画では西暦・和暦を併記し、和暦は平成までを使用する。 

表記例 ： 2018(H30)年度、1960(S35)年度 

 

 ※２ 本経営戦略は、総務省の「経営戦略策定ガイドライン」を基本として作成してい

る。 
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１．事業概要 

 

（１）事業の現況 

① 給 水 

供用開始年月日 1961(S36)年 9 月 26 日 計画給水人口 13,500 人 

法適（全部・財務） 

・非適の区分 
全部 

現在給水人口 

2017(H29)年度 
10,370 人 

有収水量密度 

2017(H29)年度 
0.68 千 m3/ha 

 

② 施 設 

水 源  表流水、浄水受水 

施 設 数 
浄水場設置数 1 管 路 延 長 

2017(H29)年度 
67 千 m 

配水池設置数 2 

施設能力 7,050m3/日 
施設利用率 

2017(H29)年度 
43.3％ 

 

③ 料 金 

ア．料金改定年月日（消費税のみの改定は含まない） 

2008(H20)年 4 月 1 日 ： 平均 5.63％の改定 

イ．料金算定基準 

料金の算定にあたっては「川俣町水道事業料金算定要領（平成 17 年訓令第 51 号）

に基づき、総括原価を算定し基本料金、水量料金に区別して設定しています。 

ウ．料金体系 

径別料金制、基本水量付基本料金制を採用しています。 

エ．水量料金には逓増制を導入 

「川俣町水道事業水道料金逓増料金制の設定基準（平成 17 年訓令第 50 号）」に

基づき、水量料金は逓増制としています。 
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オ．水道料金表 

ａ．基本料金（1 か月につき） 

メーターの口径 基本料金 メーターの口径 基本料金 

13 ㎜ 1,250 円 40 ㎜ 11,100 円 

20 ㎜ 1,700 円 50 ㎜ 16,400 円 

25 ㎜ 3,200 円 75 ㎜ 34,000 円 

30 ㎜ 6,600 円   

 

ｂ．水量料金 

使用水量区分 水量料金 

1 ㎥から 10 ㎥まで 

1 ㎥につき 

80 円 

11 ㎥から 20 ㎥まで 170 円 

21 ㎥から 50 ㎥まで 200 円 

51 ㎥から 100 ㎥まで 230 円 

101 ㎥以上の分 250 円 

 

④ 組 織 

ア．2017(H29)年度末の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道会計職員  4 名 
うち損益勘定職員 4 名 

うち資本勘定職員 0 名 

平均年齢   40 歳  

平均勤続年数  6 年 

 

 

  

水道室（4 名） 建設水道課 

建設係 

管理係 
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（２）これまでの主な経営健全化の取組 

① 川俣町水道事業基本計画の策定 

2008(H20)年 11 月 

② 川俣町水道事業アセットマネジメントの実施 

2016(H28)年 11 月 

③ 川俣町水道ビジョンの策定 

2019(H31)年 3 月 

 

（３）経営比較分析表を活用した現状分析 ※別紙１「経営比較分析表 2017(H29)年」 

① 経営の健全性・効率性について 

ア．経常収支比率は、類似団体の平均を上回っているものの、減少傾向にあります。

流動比率は増加傾向となっているのは、減価償却費が増加していることが大きな要

因です。 

イ．企業債残高対給水収益比率は、類似団体と比較して非常に良好な数値となってい

ます。これは、他類似団体より企業債残高が少なく給水収益が高いことが要因とな

っています。 

ウ．料金回収率は、100％を上回っており、水道料金で給水原価を回収していること

となっています。 

エ．給水原価は類似団体より高いことから、更なる経費の節減と経営の合理化が求め

られています。 

オ．施設利用率は、類似団体の平均を下回っており、50％を切って減少傾向で推移し

ています。水需要の実態と施設能力（施設規模）との乖離が原因となっています。 

カ．有収率は、類似団体の平均を上回っているものの、80％台前半で推移しています。

効率的な水運用に努めることが必要となっています。 

② 老朽化の状況について 

ア．有形固定資産の減価償却率は、概ね類似団体と同様の数値となっていますが、増

加傾向になっていますので、老朽化対策が必要となっています。 

イ．管路の老朽化については 0％、管路の更新率も 0％であり、今後は管路の実態を

調査するとともに、計画的な更新が必要となっています。 

③ 全体総括 

経営状況については概ね良好に推移していますが、老朽化が進んでいることから、

経営が安定している間に、施設更新の計画を基に更新を進め、更に経営の効率化を

図っていくことが必要となっています。  
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２．将来の事業環境 

 

（１）給水人口の予測（川俣町水道事業ビジョンより） 

人口の推計は、最新実績を 2017(H29)年度とし、2008(H20)年度から 2017(H29)年度

の 10 年間を用いて時系列傾向分析の手法により推計しました。 

将来の行政区域内人口、給水人口は、少子高齢化による人口減少に伴い、上水道・

簡易水道共に減少傾向で推移する見通しとなっています。 

上水道では 2017(H29)年度の給水人口 10,370 人から、2028 年度には 9,545 人に減

少すると推計されます。簡易水道では 2017(H29)年度の給水人口 482 人から、2028 年

度には 445 人に減少する推計結果となっています。 

 

 

 

（２）水需要の予測（川俣町水道事業ビジョンより） 

上水道の給水量は、有収水量の用途別（生活用、業務営業用・その他用、工場用）

に時系列傾向分析を行い、そこに有収率等を設定して推計しました。 
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（３）料金収入の見通し 

水量予測で算定した有収水量に、直近 5 年間の供給単価の平均 243 円を乗じて、現

行料金での給水収益を算定しました。 

棒グラフが年間給水収益で、有収水量の横ばい傾向に沿って概ね同額で推移してい

きます。 

 

＜給水収益・供給単価の推計＞ 
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（４）施設の見通し（アセットマネジメントの実施結果） 

① アセットマネジメントの手法 

本町のアセットマネジメントは、固定資産台帳を基礎として資産の取得年度や耐用

年数を基に将来の更新需要を想定し簡易な財政シミュレーションを策定する方法「マ

クロマネジメントの標準型（3C）」で行いました。 

マクロマネジメントは、固定資産台帳の登録資産を基礎に、施設規模を同等の能力

で更新すると仮定して全ての施設を更新する手法です。 

② 構造物及び設備の健全度の検討について 

ア．健全度の設定 

アセットマネジメント検討の対象期間（40 年）内に施設の更新をしない設定

で、構造物及び設備の健全度の試算を行い、施設の健全度を次のように分類しま

した。 

ａ．健全資産   ： 経過年数が法定耐用年数以内の資産 

ｂ．経年化資産 ： 経過年数が法定耐用年数の 1.0～1.5 倍の資産 

ｃ．老朽化資産 ： 経過年数が法定耐用年数の 1.5 倍を超える資産 

イ．健全度の推移 

2017(H29)年度では、法定耐用年数を過ぎて使用している資産（経年化資産

23.1％＋老朽化資産 15.1％）が 38.2％存在しています。このまま更新しなかっ

た場合の老朽化資産は、10 年後の 2027 年度には 42.0％となり、20 年後の 2037

年度には 53.0％になります。 
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③ 管路の健全度の検討について 

ア．健全度の設定 

構造物・設備の健全度と同様に設定しました。 

イ．健全度の推移 

2017(H29)年度における管路の状態は、97.4％が健全管路ですが、経年化管

路・老朽化管路は徐々に増加し、2027 年度には健全管路は 69％となり法定耐用

年数を超える管路は 31％となります。2057 年度にはすべての管路が法定耐用年

数を超え、50％が老朽化管路となります。 

 

 
 

④ 今後の更新需要額 

今後の更新需要額は、2017(H29)年度～2056 年度までの 40 年間の更新需要額は総

額 640 億円、年平均 16 億円となっています。特に 2017(H29)年度から 2021 年度まで

の 5 年間では総額 35.7 億円、年平均 7.2 億円の更新需要額となっています。 
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（５）組織の見通し 

現状の組織を継続していくこととしています。 

水道事業の基盤強化を図るためには、水道事業を担っていく専門性を持った職員を

確保した組織体制が必要です。 

水道事業ビジョンの基本方針には「人材の育成と活用を図る」とあり、これに基づ

き、人材確保の検討を行うこととしています。 
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３．経営の基本方針 

 

川俣町水道事業ビジョンにおいて、基本理念を「わたしたちは、最高の水道サービス

に挑戦し、『潤いとゆとりのあるライフラインの実現』を目指します。」と定めました。 

この基本理念に基づいて、基本方針を 4 項目設定し、更に、現在抱えている課題を

「安全」「強靭」「持続」に分類し、施策の体系を定めました。 

これらに基づく施策について、「行動指針」に基づき実施していきます。 
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基本方針、施策の体系に基づき、主要施策を次のとおり定めました。 

 

 

 

  

基本方針 主要施策

① 水質検査計画・水質検査結果公表の継続

② 放射能検査の実施と結果公表の継続

③ 水安全計画の策定

① 耐震性調査の実施

② 耐震管への布設替えの実施

③ 耐震性貯水槽整備の検討

① 危機管理マニュアルの作成

② 災害対応機器・設備整備の検討

③ 非常用資器材備蓄の検討

④ 災害時を想定した飲料水・水源確保の検討

⑤ 緊急時協力体制の整備

⑥ 災害訓練の実施

3

① 水道施設台帳・管路台帳の整備

② ミクロのアセットマネジメントの実施

③ 施設の管理・保全体制の確立

① 施設の再構築・再配置の検討

② 配水系統のブロック化の検討

③ 配水量分析の強化、漏水調査の実施

① 財政計画の作成

② 水道料金の検討

③ 企業債活用の検討

④ 人材確保の検討

① 広域連携の検討

② 官民連携の検討

5

6

施策の体系

安全 1 水安全計画の策定

強靭

1 耐震化計画の策定

2
危機管理マニュアルの作成
（川俣町建設水道課非常災害対策要綱）

BCP（事業継続計画）の作成

持続

1 水道施設台帳・管路台帳の整備

2 施設の更新計画の作成

3 経営戦略の策定

4 広域連携・官民連携の検討

簡易水道統合計画の検討

未普及地域解消事業の検討
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４．投資・財政計画（収支計画） 

 

（１）投資・財政計画（収支計画） ※別紙２「財政計画書」 

 

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定にあたっての説明 

① 収支計画のうち投資についての説明 

ア．償却資産から求めた更新予定額が約 6,700 万円でした。(以下の計算式) 
 

更新予定額 ＝ 
2017(H29)年度決算の償却資産取得価額 

平均耐用年数（50 年） 

 
＝ 

3,335,890 千円 
 

 50 年 

 ≒ 67,000 千円 
 

本来であれば、取得価額をもって更新予定額とするのではなく、現在価値に換算

する必要がありますが、現在の施設をダウンサイジングすることによる減少や、長

寿命化を行うこととして、取得価額と同等の更新予定額としています。 

イ．アセットマネジメントにおける計画期間の建設改良費は約 6,000 万円でした。 

ウ．以上のことから、計画期間内の更新予定額は 6,700 万円と設定しています。 

エ．この建設改良費に、現在予定している国庫補助事業を 2020 年度まで加え、減圧

弁設置を 2021 年度に加えています。また、営業設備費として給水メーターの購入

を計上しています。 

② 収支計画のうち財源についての説明 

ア．資本的収入 

ａ．企業債については、世代間公平の確保という観点から、建設改良費の概ね 3 分

の 1 を見込んでいます。 

ｂ．工事負担金については、2013(H25)～2017(H29)年度の実績平均値を計上してい

ます。 

ｃ．国庫補助金は、2020 年度まで行う事業計画に基づき計上しています。 

ｄ．今後実施する事業については、国庫補助金や一般会計出資については計上して

いませんが、これらに該当する事業が計画された場合には財源として計上するこ

ととします。 

イ．収益的収入 

ａ．営業収益・水道料金 

現行の水道料金体系として、計画有収水量に 2013(H25)～2017(H29)年度の実

績供給単価（243 円）を乗じて求めています。 
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ｂ．営業収益・受託工事費 

2013(H25)～2017(H29)年度の実績平均値を計上しています。 

ｃ．営業収益・その他営業収益 

手数料は、2013(H25)～2017(H29)年度の実績平均、150 万円から安全側を考慮

して毎年 100 万円を計上しています。 

他会計負担金は、消火栓等維持管理負担金で、現在の計画値を計上していま

す。 

ｄ．営業外収益・他会計補助金 

企業債利子補給補助金を現在の計画値で計上しています。 

ｅ．営業外収益・長期前受金戻入 

2017(H29)年度までについては、会計システムにおけるシミュレーション数値

を用い、その後については、国庫補助金と工事負担金を計算しています。 

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

ア．水道事業費用・営業費用 

ａ．職員給与費 

現行職員数 4 名としています。 

2019(H31)年度予算では、職員数 4 名中 1 名が再任用職員であることから、金

額が減少していますので、2018(H30)年度予算値を計画年度に用いました。 

ｂ．委託料 

2020 年度予算額と同額を計画年度に用いました。 

ｃ．動力費・薬品費 

計画有収水量に 2013(H25)～2017(H29)年度の動力費、薬品費の実績単価を乗

じて求めました。 

ｄ．修繕費 

2019(H31)年度予算における、償却資産対修繕費の割合は 0.73％です。本来は

3％程度が必要ですが、激変緩和のため目標の 2029 年度に 0.9％となるよう直線

補完した割合を償却資産に乗じて求めました。（今後老朽化による修繕が増加す

る見込みのため） 

ｅ．材料費 

毎年 30 万円を計上しています。 

ｆ．減価償却費 

2017(H29)年度までについては、会計システムにおけるシミュレーション数値

を用い、その後については、建設改良費を基に算定しています。 

ｇ．その他 

受水費は、2013(H25)～2019(H31)年度の受水単価(120 円/㎥)に予定受水量を

乗じて求めました。 

その他の経費については、実績値と 2019(H31)年度予算値により計上していま

す。  
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イ．営業外費用 

営業外費用は支払利息のみを計上しています。 

2017(H29)年度までについては、会計システムにおけるシミュレーション数値を

用い、その後については、償却年数 10 年、利率 2％で算定しています。 

ウ．資本的支出・企業債償還金 

支払利息と同様、2017(H29)年度までについては、会計システムにおけるシミュ

レーション数値を用い、その後については償却年数 10 年で算定しています。 

 

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

① 投資について検討状況等 

ア．総括的な検討の状況 

全体的な投資（建設改良費）を算定していますので、今後どの施設、どの管路を

更新整備するかによって、投資金額が変動することもあります。 

また、現在は建設改良に係る人件費が計上されていない、資本勘定職員が 0 名と

なっていますが、今後、投資が増加する場合には資本勘定職員の補充を行い、事業

並びに建設改良費の適正な執行を図る必要があります。 

イ．簡易水道事業の統合 

本経営戦略においては、上水道事業と簡易水道事業の統合については計画してい

ませんが、簡易水道事業の地方公営企業法全部適用時に統合についても検討するこ

とが必要です。 

ウ．水道未普及地域の解消 

未普及地域の解消についても、計画をしていません。今後未普及地域解消をどの

ように進めるか検討することが必要です。 

② 財源について検討状況等 

ア．料金 

水道料金は現行料金体系で計画年次間での改定については行わない計画ですが、

将来の投資需要の増加に伴って、あらかじめ料金改定に係る検討を行うことが必要

です。 

イ．企業債 

企業債は、施設整備の財源として用いることと同様に世代間公平を保つ手段とし

ても有効です。今後は給水人口一人当たりの企業債残高などを一つの指標として活

用をする検討を行っていきます。 

ウ．繰入金 

今回の財政計画においては、個々の施設整備更新を積み上げての投資計画ではな

く総体としての計画であることから、国庫補助金や繰入金については見込んでいま
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せんが、今後事業計画を整備することによって、国庫補助事業や一般会計繰入対象

の事業となることがありますので、その際には積極的な財源確保を行っていきます。 

③ 投資以外の経費についての検討状況等 

ア．職員給与費 

現行の 4 名体制から、業務や事業の増加による人員の増加について検討する必要

があります。 

また、「水道法」並びに「川俣町布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに

水道技術管理者の資格基準に関する条例」に定める布設工事監督者・水道技術管理

者の資格取得に努めていきます。 

イ．委託料 

官民連携の推進は、官において技術の専門性を完全にカバーできないことから、

その補完として民間の力の活用を行い、安全な水を安定的に供給することが目的で

あり、経費節減が主目的ではありません。 

今後更に専門性が高度化し、各種業務が複雑に絡みあう社会となることから、官

民連携については検討しなければならない事項となっています。 

しかし、小規模事業体にあっては民間参入が厳しい状況にもあります。近隣事業

体との共同発注などの手法を含めて、安全・安定供給に向けた官民連携を検討して

いきます。 

ウ．動力費・薬品費 

需要の減少に合わせて、動力費・薬品費は減少することが見込まれますが、電気

料金や薬品単価の動向を注視しながら、効率的な運用に努めていきます。 

エ．修繕費 

施設の老朽化に伴い、修繕が増加することが考えられるため、今回の検討では稼

働固定資産の 0.9％を目標として修繕費を設定しましたが、年度ごとに執行率が変

動することが考えられますので、未執行予算を修繕引当金に設定して、修繕への対

応を行うことを検討します。 
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５．国で進める官民連携、広域化への取組み 

 

（１）官民連携の検討 

本町においては、浄水場運転管理業務や検針・集金業務を委託していますが、今後

は民間の持つ専門的知識、ネットワーク等を活用した給水サービスの充実や、施設・

管路の管理など、委託可能業務の検討を行います。 

 

（２）広域化の検討 

水道事業の広域連携や広域化は、経営の統合や施設の統合だけでなく、様々な形が

考えられます。本町においても、水需要への対応として福島地方水道用水供給企業団

へ参画するなど、広域連携を実施しているところです。 

今後は、業務や施設の共同委託管理、或いは施設更新に関する共同発注、更には災

害時の協力体制など、市町村を超えた連携による経営の効率化などについて検討を行

っていきます。 

また、水道事業体の統合による広域化については、国や県の動向を注視しながら対

応を図っていきます。 
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６．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

 

（１）毎年経営戦略のローリングを行い、進捗管理を行います。 

① 将来の事業計画を策定した場合は経営戦略に反映させます。 

② 財政計画へ決算値、予算値を反映させ、将来の状況について検討します。 

③ 経営戦略の進捗状況管理には「水道事業ガイドライン（公益社団法人 日本水道

協会）の業務指標（PI）の活用を行います。 

 

（２）必要に応じて経営戦略の見直しを行います。 

① 町の基本的計画である「振興計画」「まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総

合戦略」「公共施設等総合管理計画」「地域防災計画」等の更新が行われ、水道

事業への影響が大きい場合。 

② 「水道事業ビジョン」の改定を行う場合。 

③ 経営戦略の進行状況と実際の業務に大きな隔たりが生じた場合。 

 





別紙1　経営比較分析表　2017(H29)年

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成29年度全国平均

※　平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

本町の水道事業の経営状況は、概ね良好であり安
定しているといえるが、今後は老朽化した施設や
設備の更新に多額の費用が見込まれることから、
引き続き経費の削減に務め、経営の安定化を図っ
ていく必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

2. 老朽化の状況について

①　類似団体と比較しても、特に保有施設の老朽
化が進んでいるとはいえないが、将来を見据えた
更新を計画的に進めていく必要がある。
②　老朽管の更新については計画的に取り組んで
きており、類似団体の平均と比較しても、老朽管
の割合は低い。
③　類似団体の平均は上回っているが、今後も計
画的に管路の更新を進めていく必要がある。

以上、各指標から分析すると、配水管の更新など
継続して取り組んできたこともあり、老朽化につ
いては緊急の課題とはなっていないが、今後は施
設の更新需要を的確に把握し、着実に実行してい
く必要がある。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

① 類似団体の平均を上回っているが、前年度と
比較すると黒字幅は縮小している。
② 累積欠損金は発生していない。
③ 継続的に100％を大きく上回っていることか
ら、借入金の返済の能力は十分である。なお、平
成26年度で比率が大幅に減少しているのは、会計
基準の見直しにより1年以内に返済する借入金を
流動負債に計上したためである。
④ 借入金の残高は少なく、類似団体の平均と比
較しても債務状態は良好である。
⑤ 給水収益により給水にかかる費用を賄えてお
り、経営の健全性は確保されている。
⑥ 類似団体の平均を上回っていることから、更
なる経費の削減と経営の合理化が求められてい
る。
⑦ 恒常的に類似団体の平均を下回っていること
から、今後は施設規模についても見直しを図る必
要がある。
⑧ 年度間でバラつきが見られるものの、継続的
に類似団体の平均を上回っている。

以上、各指標から分析すると、平成29年度までの
経営状況は概ね良好であるが、今後は施設・設備
の更新に多額の費用が見込まれることから、今後
は更なる経営の効率化を図っていく必要がある。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 83.39 76.63 4,050 10,370 8.82 1,175.74 【】

127.70 107.54 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2)

法適用 水道事業 末端給水事業 A7 非設置 13,733

経営比較分析表（平成29年度決算）
福島県　川俣町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 3.18 2.54 0.00 0.00 0.00

平均値 0.71 0.68 1.65 0.47 0.39

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

125.00

130.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 125.10 127.24 119.84 118.70 116.80

平均値 107.95 109.49 111.06 111.34 110.02

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 43.49 43.64 43.90 44.83 46.40

平均値 38.52 46.67 47.70 48.14 46.61

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 0.00 5.32 0.00 0.00 0.00

平均値 9.43 10.03 7.26 11.13 10.84

①経常収支比率(％) 

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 13.47 9.49 9.35 10.13 7.31

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

3,000.00

3,500.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 3,081.26 521.89 510.79 602.05 821.80

平均値 1,081.23 406.37 398.29 388.67 355.27

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

500.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 176.24 164.27 160.92 149.93 155.05

平均値 443.13 442.54 431.00 422.50 458.27

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 115.44 122.05 115.35 115.55 113.82

平均値 95.40 98.60 100.82 101.64 96.77

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 208.72 198.63 210.40 211.42 215.01

平均値 186.15 181.67 179.55 179.16 187.18

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 45.75 46.89 46.47 45.62 43.32

平均値 54.47 53.61 53.52 54.24 55.88

78.00

79.00

80.00

81.00

82.00

83.00

84.00

85.00

86.00

87.00

88.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 86.61 84.01 82.92 82.83 83.72

平均値 81.46 81.31 81.46 81.68 80.99

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％) 

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％) 

【113.39】 【0.85】 【264.34】 【274.27】 

【89.93】 【60.41】 【165.71】 【104.36】 

【48.12】 【15.89】 【0.69】 



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

別紙2　財政計画書

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
2018年度
（予算）

2019年度
（予算）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

１． (A) 234,472 226,964 223,438 228,134 227,602 227,254 226,620 225,752 224,776 224,693 224,409 223,901

(1) 228,399 223,266 219,328 224,220 223,688 223,334 222,700 221,826 220,850 220,761 220,477 219,963

(2) (B) 3,193 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

(3) 2,881 3,698 4,111 1,914 1,914 1,920 1,920 1,926 1,926 1,932 1,932 1,938

２． 27,305 26,773 26,368 25,896 25,721 24,845 24,272 23,346 21,924 20,455 19,302 18,577

(1) 6,191 5,540 5,177 3,388 3,101 2,808 2,510 2,206 1,897 1,581 1,260 932

6,191 5,540 5,177 3,388 3,101 2,808 2,510 2,206 1,897 1,581 1,260 932

(2) 20,278 20,609 21,098 22,508 22,620 22,037 21,762 21,140 20,027 18,874 18,042 17,645

(3) 835 624 93

(C) 261,777 253,737 249,807 254,030 253,323 252,099 250,892 249,098 246,700 245,148 243,711 242,478

１． 217,576 234,130 234,857 239,470 239,917 238,537 239,172 239,368 238,423 236,542 235,131 235,330

(1) 31,659 35,059 29,639 35,059 35,059 35,059 35,059 35,059 35,059 35,059 35,059 35,059

27,349 30,122 25,036 30,122 30,122 30,122 30,122 30,122 30,122 30,122 30,122 30,122

2,317 2,283 1,966 2,283 2,283 2,283 2,283 2,283 2,283 2,283 2,283 2,283

1,992 2,654 2,637 2,654 2,654 2,654 2,654 2,654 2,654 2,654 2,654 2,654

(2) 101,445 114,509 122,367 125,447 124,493 124,978 125,572 125,979 126,477 127,018 127,695 128,002

2,377 2,633 2,598 2,358 2,335 2,330 2,327 2,319 2,311 2,301 2,300 2,296

11,430 9,666 13,253 13,950 14,340 14,650 14,960 15,280 15,590 15,940 16,300 16,480

300 300 300 300 300 300 300 300 300 300 300

87,638 101,909 106,216 108,839 107,518 107,698 107,985 108,080 108,276 108,477 108,795 108,926

(3) 84,473 84,562 82,851 78,964 80,365 78,500 78,541 78,330 76,887 74,465 72,377 72,269

２． 6,557 5,737 5,294 5,795 5,933 5,810 5,642 5,426 5,163 4,850 4,489 4,076

(1) 6,557 5,737 5,294 5,795 5,933 5,810 5,642 5,426 5,163 4,850 4,489 4,076

(2)

(D) 224,133 239,867 240,151 245,265 245,850 244,347 244,814 244,794 243,586 241,392 239,620 239,406

(E) 37,644 13,870 9,656 8,765 7,473 7,752 6,078 4,304 3,114 3,756 4,091 3,072

(F)

(G)

(H)

37,644 13,870 9,656 8,765 7,473 7,752 6,078 4,304 3,114 3,756 4,091 3,072

(I)

(J) 291,009 310,876 329,054 316,783 307,750 305,737 299,926 290,249 278,295 263,245 244,659 225,789

23,134 15,010 14,001 16,139 16,091 16,054 15,999 15,930 15,854 15,831 15,795 15,746

(K) 35,411 22,685 25,876 34,599 36,938 39,324 41,758 42,439 44,885 47,464 46,968 46,968

30,871 20,139 23,593 32,316 34,655 37,041 39,475 40,156 42,602 45,181 44,685 44,685

( I )

(A)-(B)

(L) △ 286,469 △ 308,330 △ 326,771 △ 314,500 △ 305,467 △ 303,454 △ 297,643 △ 287,966 △ 276,012 △ 260,962 △ 242,376 △ 223,506

(M) 231,279 226,964 223,438 226,134 225,602 225,254 224,620 223,752 222,776 222,693 222,409 221,901

△ 124 △ 136 △ 146 △ 139 △ 135 △ 135 △ 133 △ 129 △ 124 △ 117 △ 109 △ 101

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第 22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第 15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分

う ち 一 時 借 入 金

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

営 業 外 費 用

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

流 動 資 産

う ち 未 収 金

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

そ の 他

減 価 償 却 費

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

そ の 他

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

別紙2　財政計画書

（単位：千円）
年　　　度 前々年度 前年度 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

区　　　分 （ 決 算 ）
2018年度
（予算）

2019年度
（予算）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

１． 25,000 30,000 30,000 30,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

２．

３．

４．

５．

６． 14,093 10,918 12,068 20,000

７．

８． 4,243 20,500 37,000 5,400 5,400 5,400 5,400 5,400 5,400 5,400 5,400 5,400

９． 1 1

(A) 43,336 61,419 79,069 55,400 25,400 25,400 25,400 25,400 25,400 25,400 25,400 25,400

(B)

(C) 43,336 61,419 79,069 55,400 25,400 25,400 25,400 25,400 25,400 25,400 25,400 25,400

１． 57,946 125,574 116,626 121,500 81,900 71,500 71,500 71,500 71,500 71,500 71,500 71,500

２． 27,021 30,872 20,140 29,128 32,316 34,655 37,041 39,475 40,156 42,602 45,181 44,685

３．

４．

５．

(D) 84,967 156,446 136,766 150,628 114,216 106,155 108,541 110,975 111,656 114,102 116,681 116,185

(E) 41,631 95,027 57,697 95,228 88,816 80,755 83,141 85,575 86,256 88,702 91,281 90,785

１． 41,631 95,027 57,697 95,228 88,816 80,755 83,141 85,575 86,256 88,702 91,281 90,785

２．

３．

４．

(F) 41,631 95,027 57,697 95,228 88,816 80,755 83,141 85,575 86,256 88,702 91,281 90,785

(G)

(H) 354,125 353,254 363,113 378,243 368,266 355,997 341,389 322,596 304,887 284,864 259,187 234,502

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　度 前々年度 前年度 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

区　　　分 （ 決 算 ）
2018年度
（予算）

2019年度
（予算）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

7,808 8,087 8,263 4,302 4,015 3,728 3,430 3,132 2,823 2,513 2,192 1,870

7,808 8,087 8,263 4,302 4,015 3,728 3,430 3,132 2,823 2,513 2,192 1,870

7,808 8,087 8,263 4,302 4,015 3,728 3,430 3,132 2,823 2,513 2,192 1,870合　　　　　計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

そ の 他

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)
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